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９つの論点

１

「人口減少社会」の実像と「今後の対応」のあり方に関し国民の基本認識の共有を図ること
が必要。根拠なき「楽観論」や「悲観論」でなく、正確かつ冷静に認識する必要がある。
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2030年
11,662万人

高齢化率 31.6%

2050年
9,708万人

高齢化率 38.8%

2100年（中位推計）
4,959万人

高齢化率 41.1%

2100年（高位推計）
6,485万人

2100年（低位推計）
3,795万人

（1192年）
757万人

818万人

（1603年）
1,227万人

3,128万人
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12,808万人

（出典）総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 ２

○2008年の1億2808万人をピークに減少に転換。中位推計で2050年に
9708万人となる見通し。

日本の総人口の推移と推計

高位推計：1.60
中位推計：1.35
低位推計：1.12



【中位推計-合計特殊出生率1.35】

超長期の将来推計人口

３

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2100年 2110年

総人口 12,806 12,410 11,662 10,728 9,708 8,674 4,959 4,286

老年人口
（65歳以上）

2,948 3,612 3,685 3,878 3,768 3,464 2,039 1,770

高齢化率 23.0% 29.1% 31.6% 36.1% 38.8% 39.9% 41.2% 41.3%

生産年齢
人口

(15～64歳)

8,174 7,341 6,773 5,787 5,001 4,418 2,473 2,126

年少人口
（～14歳）

1,684 1,457 1,204 1,073 939 792 447 391

万人

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

○老年人口（65歳以上）も2042年の3878万人をピークに減少に
転じるが、総人口はすでに減少に転じているため、高齢化率
は41％程度まで上昇し続ける。
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【第1段階】
老年人口増加
年少人口減少

【第2段階】
老年人口維持･微減
年少人口減少

【第3段階】
老年人口減少
年少人口減少（大都市部） （地方の中核市等） （他の地域）

年齢階層別にみた人口減少の推移

【第１段階】

老年人口増加

生産・年少人口減少

【第2段階】

老年人口維持・微減

生産・年少人口減少
【第3段階】

老年人口減少

生産・年少人口減少

2010年を100 として各年の推計値を指数化した。

４

○人口減少は「３つの減少段階」を経て進む。すでに全国の自治体の
４４％（７９４市区町村）が「第２段階」「第３段階」に達している。

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

年



第１の要因：２０～３９歳若年女性人口の減少
○９割以上の子供が この層から 生まれる。
○第二次ベビーブーム世代はすでに４０歳。それ以下の

世代の人数は急減。

第２の要因：人口の社会移動
○地方から大都市圏への若者の流出＝人口の再生産力の喪失。
○止まらない「東京一極集中」⇒人口移動の流れを変える

ことが必要。

４ 人口減少の２つの要因

５

人口減少の２つの要因



（出典）厚生労働省「人口動態統計」等 ６
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第2次ベビーブーム
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2,091,983人

1.57ショック（1990年）
1,246,802人
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1.58
2.14
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1.26

1.43
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1947 1960 1970 2000 2010 20131990

出生率と出生数の推移

○2013年に出生率が1.43に回復。しかし出生数は約103万人で
過去最少。

出生数
合計特殊出生率

2013年
最低の出生数
1,029,800人

1974年生まれの女性
（今年40歳）約98万人

2013年生まれの女性
約50万人
1974年生まれの約50％
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出産の現状（晩産化）①

（出典）厚生労働省「人口動態統計」（2013年）

○団塊ジュニア世代の「駆け込み出産」により、全出生児の約３割は３５歳以上の
母親から出生。２０代、３０代前半は減少。

○現在の３０代前半以下の出生数がこのまま下落すれば、少子化は一気に加速する。

出生児数

全出生児の27％母の年齢

年齢階級別出生数（2013年102万9800人過去最少）の前年との増減比較

７



出産の現状（晩産化）②

○第１子（４８万人）の内、約２０％が３５歳以上の母親から出生。
⇒３０代後半以降の初産では「２人目」はなかなか困難。

○人口急減社会回避には、晩婚・晩産化傾向を断ち切ることが重要。

～19歳

2.4％

20～24歳

12.7％

25～29歳

32.9％

30～34歳

31.6％

35～39歳

16.6％

40歳以上

3.8％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第１子を出産した母親の年齢別割合
計４８万人 出産時の母の平均年齢３０．４歳

（出展）厚生労働省「若者（15～39歳）の意識に関する調査」（2013年）．
・男性の未婚理由：「経済的余裕がない」が1位。・子供が増やせない理由：「子育てや教育にお金がかかりすぎる」が突出（複数回答66.7％）
・約4割の女性が「初産は25～30歳未満ですべき」と回答。 9

８



女性の平均初婚年齢及び平均出産年齢の推移

○平均初婚年齢、平均出産年齢ともに、長期的な上昇傾向にある。
○２０１１年以降、第１子の平均出産年齢が３０歳を超えている。

（出典）内閣府「選択する未来」委員会第3回（2014年2月24日）資料（データ：厚生労働省「人口動態統計」） ９



○年齢別未婚率の推移

○ 出生率低下の人口学的な要因は、「晩婚化の進行」と「夫婦出生児数の減少」。

○ 未婚率は男女とも依然上昇傾向にあり、晩婚化の進行は継続。

○ 結婚した夫婦からの出生児数が減少傾向。1960年代生まれ以降の世代では、これま
でのように最終的な夫婦出生児数が2人に達しない可能性も。

○夫婦の完結出生児数
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資料：総務省統計局「国勢調査報告」

（%）

男25-29歳

女25-29歳

女30-34歳

男30-34歳

（出典）平成25年版厚生労働白書

未婚率および出生児数
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主要国の合計特殊出生率の推移

フランス・スウェーデン・日本 アジア諸国

○フランスは1995年の1.71から2012年には2.01まで上昇。
スウェーデンは1999年1.50から2012年には1.91まで上昇。

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」他 １１

合計特殊出生率

年

国・地域 年次 合計特殊出生率

日 本 2013年 1.43
アメリカ 2012年 1.88
フランス 2012年 2.01

スウェーデン 2012年 1.91
英 国 2012年 1.92

イタリア 2011年 1.42
ドイツ 2012年 1.38

合計特殊出生率

フランス

スウェーデン
日 本

国・地域 年次 合計特殊出生率

タイ 2010年 1.60
日本 2013年 1.43

シンガポール 2012年 1.29
韓国 2011年 1.24
香港 2011年 1.20
台湾 2011年 1.07

合計特殊出生率
国・地域 年次 合計特殊出生率

タイ 2012年 1.41
日本 2013年 1.43

シンガポール 2012年 1.29
韓国 2013年 1.19
香港 2012年 1.29
台湾 2013年 1.07

合計特殊出生率



（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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地方圏からの転出超過ピーク

東京圏

大阪圏

名古屋圏

－65万人

35.8万人

7.4万人

21.8万人

9.6万人

－6.5千人
－147人

－9万人

1961年 2013年

高度成長期 安定成長・バブル経済
2011年

2000年代以降

東日本大震災

万人

地方圏

東京圏 ：千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県
名古屋圏 ：三重県、愛知県、岐阜県
大阪圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

人口移動(転入超過数)の推移

○戦後３度の大都市圏への人口移動を通じ、地方から累計1147万人
の若年人口が流出した。

１２



東京圏への転入超過数①

○東日本大震災後、転入超過数は減少したが、昨年は震災前の水準を
上回っており、東京圏への転入は拡大している。

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年）

 -10

 -8

 -6

 -4

 -2

0

2

4

6

8

10

他道県合計 東京圏 名古屋圏 大阪圏

住民基本台帳転出入超過数（三大都市圏・他道県合計）

2010年 2011年 2012年 2013年

東京圏 （東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県合計）
名古屋圏（愛知県 岐阜県 三重県合計）
大阪圏 （大阪府 兵庫県 京都府 奈良県合計）

万人

転

入

転

出

１３



東京圏への転入超過数②

○東京圏への転入超過数の大半は２０-２４歳、１５-１９歳が占める。
大卒後就職時、大学進学時の転入が考えられる。

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年） 東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県合計 グラフ内の人数は百人以下四捨五入
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（出典）UN,World Urbanization Prospects,The 2011 Revision.

○東京の人口シェアは他先進国の主要都市に比べて高く、かつ現在
も上昇を続けている。

パリ

東 京

ロンドン

ニューヨーク

ベルリン

ローマ

年

※東京は一都三県の合計



出所：OECD LEED（Local Economic and Employment Development）調べ２０１４

各国の都市間人口移動

17
１６

○欧米では、大都市から中都市や大都市近郊の小都市に人口が移動
している。



（参考）東京・首都圏と地方の生活実態（住宅）

１７



（参考）東京・首都圏と地方の生活実態（通勤時間）
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都道府県別合計特殊出生率
○最高は沖縄県の1.94。最低は東京の1.13で極端に低い。

１９

（出典）厚生労働省「人口動態統計」全国
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人口減少

地 方 ３大都市（特に東京圏）

人口移動（若年層中心、これまで３期）

晩婚化、晩産化、少子化

（人口流出+低出生率） （超低出生率）

人口減少のメカニズム

２０

○大都市への「若者流入」が人口減少に拍車をかけた。
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○東京圏への転入超過数と有効求人倍率格差の推移には強い
相関が見られる。

年

有効求人倍率格差
転
入
超
過
数

有
効
求
人
倍
率
格
差

（人）

東京圏
（転入超過数）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」厚生労働省「職業安定業務統計」
注）ここで言う「有効求人倍率格差」とは、東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川各都県）における有効求人倍率（有効求人数／有効求職者数）

を東京圏以外の地域における有効求人倍率で割ったもの。

２１

人口移動と経済雇用格差の推移



（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
（注）上記の地域区分は以下の通り。
三大都市圏：東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）、関西圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）
（出典）内閣府ＨＰ「県民経済計算旧基準係数」、２００１年以降「平成２２年度県民経済計算」
２０１１年度の上位１～５位は、東京都、静岡県、愛知県、滋賀県、富山県。上位５件の平均は３３５．３万円である。
２０１１年度の下位１～５位は、沖縄県、高知県、宮崎県、鳥取県、秋田県。下位５件の平均は２１９．５万円であり、１．５３倍となっている。
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高度成長期 第一次石油危機 バブル バブル崩壊

２２

三大都市圏への人口移動（転入超過数）と地域間所得格差の推移

○三大都市圏への人口移動（転入超過数）と地域間所得格差の
推移は概ね一致する。
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医療介護 産業計

（10年と05年の差、千人）

（出典）総務省「国勢調査」 ２３

都道府県別就業者数の変化

○地方の雇用の減少を食い止めているのは医療・介護分野

2005年から2010年の就業者数の変化（産業計／医療・介護）2010年と2005年の差
（千人）

東京都

産業計

医療・介護



東京圏の問題－超高齢化

（出典）第９回社会保障制度改革国民会議・国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料（次頁も同じ） ２４

○2040年までに、特に近郊市において高齢化が一挙に進む。

2010→40年に、東京圏における15～64歳の
生産年齢人口は6割に低下する。
65歳以上の高齢者は388万人増加（現在の
横浜市に匹敵）。高齢化率３５％になる。



※第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日）
国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料

東京圏は高齢化に伴い医療・介護サービスが大幅に不足
逆に地方はサービスが過剰に。

２５

（２０４０年）



「消滅可能性都市」の定義

2010年から2040年にかけて、20～39歳の若年女性人口が
5割以下に減少する市区町村

「消滅可能性都市」とは

２６

○人口の再生産力＝「20～39歳の若年女性人口」と考える。

モデル①
（人口流出なし）

モデル②
（人口流出３割程度（残存率７割程度））

TFR=1.4だと、
７割程度（1.4の半分
程度が女性）に減少

20～39歳
女性人口

現在 概ね30～40年後

人口規模を維持するためには
TFR=2程度が必要

TFR=1.4だと、
５割程度

（1.4÷2×0.7）
に減少

20～39歳
女性人口

現在 概ね30～40年後

人口規模を維持するためには、TFR=2.8～2.9
（2÷0.7）を超える水準（※）が必要

※ 直ちに出生率が上昇しても既に生まれた者の数は増えないこと等に留意。

消滅可能性⇔持続可能性



５割以下減少

８９６自治体

４９．８％３割以上

５割未満減少

６１９自治体

３４．４％

３割未満減少

２６９自治体

１５.０％

1万人以上

5万人未満

３１６自治体

全体の

１７．６％1万人未満

５２３自治体

全体の

２９．１％

「消滅可能性都市」の推計結果

○2040年に若年女性人口が5割以下に減少する市区町村（「消滅可能
性都市」）は896にのぼる。

2010年から2040年の20～39歳の若年女性人口の変化率でみた自治体数

「消滅可能性都市」（８９６自治体）の
人口規模別にみた内訳

維持・増加 １５自治体（０．８％）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口推計」より作成。
※福島県は調査対象外。

５万人以上
１０万人未満
４０自治体

全体の
２．２％

１０万人以上
１７自治体

全体の
０．９％

消滅の可能性が高い「消滅可能性都市」

２７

３７３自治体
２０．７％

２４３自治体
１３．５％



２８

2040年の日本

消滅可能性都市のうち、２０４０年に
人口が１万人未満の市区町村（５２３）

消滅可能性都市のうち、２０４０年に
人口が１万人以上の市区町村（３７３）

全国の「消滅可能性都市」の分布

※福島県は調査対象外



○消滅可能性都市は全国の自治体の49.8％。
○秋田県は大潟村を除いたすべての自治体が「消滅可能性都市」。その後青森県

（87.5％）、島根県（84.2％）と続く。もっとも割合が低いのは愛知県（10.1％）。

２９

都道府県別・「消滅可能性都市」の比率

都道府県別・消滅可能性都市の比率

※福島県は調査対象外
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移動率収束 移動率収束せず

（2040年の20～39歳女性人口）／（2010年の20～39歳女性人口）が0.5以下となる自治体比率（自治体割合）

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」及びその関連データから作成

％



少子化対策を超えた「総合的」対策の必要性

３０

１．「自然増対策」＝出生率向上を阻害する要因の除去

若い世代の就労・結婚・出産を妨げている環境を改善する

２．「社会増対策」＝地方の総合力の強化

「東京一極集中」に歯止めをかける

３．人口の「自然増対策」と「社会増対策」の同時推進

人口急減社会と東京のブラックホール化を回避するために。

○当分の間、我が国では人口減少は避けられない
○一番の問題は、人口が減り続ける状態になっていること

・ 年齢構成のアンバランス（社会保障等の崩壊）
・ 国土利用のアンバランス（極点社会の出現）



○若者が結婚し、子どもを産み育てやすい環境づくりのため、全て
の政策を集中する。企業の協力は重要な要素。

３１

⇒「若者・結婚子育て年収500万円モデル」を目指した雇用・生活の安定

⇒ 結婚・妊娠・出産支援（公共機関による結婚機会提供、妊娠出産知識普及等）

⇒ 子育て支援（待機児童解消、「保育施設付マンション」、ひとり親家庭支援）

⇒ 働き方改革（育休保障水準引上げ、多様な「働き方」、「企業別出生率」公表）

⇒ 多子世帯支援（子どもが多いほど有利になる税・社会保障、多子世帯住宅）

⇒ 男性の育児参画、育休完全取得、定時退社促進（残業割増率引き上げ）

○女性だけでなく、男性の問題として取り組む

○「高齢者世代から次世代への支援」の方針の下、新たな費用は
高齢者対策の見直しから。

⇒ 高齢者優遇制度等の見直し（公的年金等控除等）、「終末期ケア」の見直し

自然増対策：若年世代の就労・結婚・子育て支援



社会増対策:東京一極集中に歯止め

３２

○基本目標を「地方から大都市への『人の流れ』を変えること」とし、
地域の多様な取り組みを支援。

○基本目標を「地方から大都市への『人の流れ』を変えること」とし、
地域の多様な取り組みを支援。

「若者に魅力のある地域拠点都市」に投資と施策を集中することが重要。

⇒人口減少に即応した「新たな集積構造」の構築；

「ｺﾝﾊﾟｸﾄな拠点」＋「ﾈｯﾄﾜｰｸ」形成、自治体間の「地域連携」

※地方圏に若者が留まる（スープの冷めない距離）ことで中山間地を支える

⇒地域経済を支える基盤づくり

地域資源を活かした産業、農林水産業の再生、「地方法人課税改革」、観光振興

スキル人材の地方へのシフト

※質の高い雇用をつくる⇒生産性向上（特に7割を占めるサービス産業）が必須

⇒地方へ人を呼び込む魅力づくり

地方大学の再編強化、地方企業への就職支援、「全国住み替えマップ」、ふるさと

納税の推進、都市からの住み替え支援優遇税制

⇒都市高齢者の地方への住み替えを支援



国民の希望が叶った場合の「出生率」

３４

○国民の「希望出生率」＝1.8 を目標とする。

○出生率1.8は、20歳代後半の結婚割合（現在40％）が60％になれば可能。

○20歳代前半の結婚割合（現在8％）が25％になれば、出生率2.1も可能。

※「希望出生率」は政策の妥当性を判断する「評価指標」として活用すべ
き。国民に押し付けるようなことがあってはならない。

希望出生率 ＝ {(既婚者割合×夫婦の予定子ども数)＋(未婚者割合×未婚結婚希望割合×

未婚女性の希望子ども数)}×離別等効果

＝｛(34％×2.07人）＋（66％×89％×2.12人）｝×0.938 

≒ 1.8

※各数値は厚生労働省「出生動向基本調査」より



超長期の人口・高齢化比率推計

３５

ケースA 2025年1.8 ８,１０１万人(安定しない) ▲４,７０５万人 ３１．５% （2095年）

ケースB 2025年1.8→2035年2.1 ９,４６６万人(安定) ▲３,３４０万人 ２６．７% （2095年）

ケースC 2025年1.8→2040年2.1 ９，３７１万人(安定) ▲３,４３５万人 ２６．７% （2100年）

ケースD 2025年1.8→2050年2.1 ９，２００万人(安定) ▲３,６０６万人 ２６．７% （2105年）

ケースE 2030年1.8→2050年2.1 ８，９４５万人(安定) ▲３,８６１万人 ２６．７% （2110年）

中位仮定 TFR=1.35 ５，７２０万人（安定しない） ▲７,０８６万人 ４１．２％ （2100年）

前提（出生率） 2010年－2090年 高齢化率2090年の人口

○2025年に出生率1.8、2035年に2.1が実現すれば、人口は1億人弱
で安定する。高齢化率も27％程度に抑えることができる⇒若返る



東京在住者の移住希望
○東京在住者の4 割（うち関東圏以外出身者は5 割）が、地方への移住を検討して

いる又は今後検討したいと考えている。
○移住する上での不安・懸念としては、働き口が見つからないこと、日常生活や

公共交通の利便性が低いこと。

（出典）内閣府「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」（平成26年8月） ４０



1 2 3 4 5 総計

0 3 8 7 3 21
0.0% 1.6% 4.3% 3.7% 1.6% 11.2%

0 8 18 3 1 30
0.0% 4.3% 9.6% 1.6% 0.5% 16.0%

2 15 27 7 0 51
1.1% 8.0% 14.4% 3.7% 0.0% 27.1%

1 17 28 3 1 50
0.5% 9.0% 14.9% 1.6% 0.5% 26.6%

1 14 17 3 1 36
0.5% 7.4% 9.0% 1.6% 0.5% 19.1%

4 57 98 23 6 188
2.1% 30.3% 52.1% 12.2% 3.2% 100%

　　　　　　　　　自然増減の影響度が大きい
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○地域によって自然増減、社会増減の影響度は異なる。
○例えば、北海道では社会増減、京都では自然増減の影響度が大きい。

（出典）日本創成会議、北海道総合研究調査会資料

北海道
188市区町村の影響度の分布

京都府
36市区町村の影響度の分布

2040年推計人口への社会増減・自然増減の影響度

注）影響度の考え方：社人研の市区町村別推計データと、2030年までに出生率2.1、および転出入が±ゼロになった場合の推計データとを比較する。

自然増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現した場合の社人研推計に対する人口増減率

１＝100％未満 ２＝100～105％ ３＝105～110％ ４＝110～115％ ５＝115%以上の増加

社会増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現し、かつ転出入が±ゼロになった場合の、社人研推計で2030年までに合計特殊出生率＝2.1と

なった場合に対する人口増減率 １＝100％未満 ２＝100～110％ ３＝110～120％ ４＝120～130％ ５＝130%以上の増加

1 2 3 4 5 総計

0 1 6 2 5 14
0.0% 2.8% 16.7% 5.6% 13.9% 38.9%

0 1 8 0 0 9
0.0% 2.8% 22.2% 0.0% 0.0% 25.0%

0 1 8 1 1 11
0.0% 2.8% 22.2% 2.8% 2.8% 30.6%

0 0 0 1 1 2
0.0% 0.0% 0.0% 2.8% 2.8% 5.6%

0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 3 22 4 7 36
0.0% 8.3% 61.1% 11.1% 19.4% 100.0%

　　　　　　　自然増減の影響度が大きい
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度
が
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総計

３６



市区町村毎の分析例（北海道のケース）

旭川市、釧路市、帯広市、北見市の（転入数－転出数）（2013年） 札幌市の（転入数－転出数）（2013年）

３７
出典：「地域人口減少白書2014-2018」（一般社団法人北海道総合研究調査会）



（参考）将来の経済成長に関する試算

■人口規模を1億人程度に安定させ、生産性（ＴＦＰ）を世界のトップレベル
に引き上げた場合、２％実質ＧＤＰは向上する。

（出典）内閣府「選択する未来」委員会 成長・発展ＷＧ報告書

３８



日本の生産性①－生産性の推移

1995

年度

1996

年度

1997

年度

1998

年度

1999

年度

2000

年度

2001

年度

2002

年度

2003

年度

2004

年度

2005

年度

2006

年度

2007

年度

2008

年度

2009

年度

2010

年度

2011

年度

2012

年度

2013

年度

名目労働生産性水準 7,815 7,923 7,950 7,867 7,848 7,916 7,853 7,883 7,941 7,941 7,939 7,958 7,977 7,650 7,522 7,621 7,543 7,532 7,620

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500
日本の名目労働生産性の推移名目労働生産性(千円) リーマン・ショックを契機に落ち込んだ労働生産性

水準は、以前の水準を回復できていない

2013年度 762万円

※国民経済計算・労働力調査・毎月勤労統計をもとに日本
生産性本部が作成。2013年以降の計数は速報ベース。

(資料)日本生産性本部 生産性データベース

３９

■生産性の計算方法

労働生産性
＝付加価値額（ＧＤＰ）÷就業者数（もしくは時間）

ＴＦＰ（上昇率のみ）
＝経済成長率－就業者数・労働時間の増加率

－資本の増加率



(資料)日本生産性本部｢日本の生産性の動向2013年版｣
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(資料) 内閣府「選択する未来｣2014年5月会合資料

■OECD加盟34カ国中、２１位（最高位は１９８０年代半ばの１４位）

日本の生産性②－労働生産性の国際比較

４０



日本の生産性③－産業別生産性

■工場の海外移転等により、地域経済・雇用を支える主役は、生活関連のサービス
産業に推移。サービス産業の生産性向上とそれによる賃金の上昇が必須。

（出典）平成25年版通商白書
４１



サービス品質の日米比較

■日本人・米国人とも、日本のサービス品質は高いと認識（銀行、病院、TV放送を
除く）。問題は、これが付加価値に結びついていないこと。

■改善等の取り組みでは、問題は解決しない。新たなマーケットの創造やビジネス
モデルを革新する「力」の向上が必要。⇒人や情報など無形資産への投資が重要

４２



生産性向上の課題①－知識資本投資の国際比較

■企業の付加価値創造力強化には「知識資本」の蓄積が必要。
■日本は、ハード志向が強く、物的資本投資に比べ、知識資本投資の割合

が小さい。

（出典）「選択する未来」委員会 成長・発展ＷＧ報告書

４３



生産性向上の課題②－ＩＴ投資の国際比較

■米国に対し、日本のＩＴ投資の伸びは、1990年代後半から一貫して低い。
特に、流通業や小売業の分野で先進諸国と日本のIT化の差は大きい。

■米国は、顧客満足度、競争優位の獲得など「攻め」のＩＴ投資が中心。
日本は、業務コスト削減など「守り」の投資が中心。

（出典）経済産業省 ＩＴ経営ポータル

４４



生産性向上の課題③－人材投資の現状

（出典）「選択する未来」委員会 成長・発展ＷＧ報告書

（出典）日本生産性本部「2010年版生産性白書」

４５


